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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成22年１月29日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原
届出書」といいます。）につきまして訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するものであります。

 

２【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部　　　　　は訂正内容を示します。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１　ファンドの性格

(２）ファンドの仕組み

＜訂正前＞

（略）

 

③　委託会社等の概況

（ⅰ）資本金の額　　　1,200百万円（平成21年11月末現在）

（略）

（ⅲ）大株主の状況（平成21年11月末現在）

名称 住所（所在地）
所有株式数

（株）

持株比率

（％）

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 6,902 70.0

ザ・ティーシーダブリュー

グループ・インク

米国カリフォルニア州ロサンゼルス市

南フィグエロア通り865番地
2,958 30.0

合　計  9,860 100.0

 

＜訂正後＞

（略）

 

③　委託会社等の概況

（ⅰ）資本金の額　　　1,550百万円（平成22年５月末現在）

（略）

（ⅲ）大株主の状況（平成22年５月末現在）

名称 住所（所在地）
所有株式数

（株）

持株比率

（％）

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 11,802 70.0

ザ・ティーシーダブリュー

グループ・インク

米国カリフォルニア州ロサンゼルス市

南フィグエロア通り865番地
5,058 30.0

合　計  16,860 100.0
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２．投資方針

(３)　運用体制

＜訂正前＞

（略）

＜社内内規等について＞

　社内規程で当ファンドの「業務マニュアル」を定めている他、有価証券売買の発注先に関する各種規程

や「有価証券の自己取引制限に関する規程」、「行動規範」、「コンプライアンス・マニュアル」等の服

務規程を定め、法令遵守の徹底、インサイダー取引の防止に努めています。

　（略）

＜当ファンドの運用の意思決定プロセス＞
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＜訂正後＞

（略）

＜社内内規等について＞

　社内規程で当ファンドの「業務マニュアル」を定めている他、有価証券売買の発注先に関する各種規程

や「有価証券の自己取引制限に関する規程」、「行動規程」、「コンプライアンス・マニュアル」等の服

務規程を定め、法令遵守の徹底、インサイダー取引の防止に努めています。

　（略）

＜当ファンドの運用の意思決定プロセス＞
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３　投資リスク

＜訂正前＞

（略）

 

（参考）「損保ジャパン日本株マザーファンド」の投資態度

 

（Ａ）　主に日本株式を投資対象とします。

（Ｂ）　日本株式の銘柄選択は、以下のように行います。

①　日本株式の投資候補銘柄群を、日経３００株価指数の構成銘柄をベースに全市場の中から、各業種で時価

総額の大きさ、売買流動性、信用リスク、事業内容等を選考基準に、銘柄を絞り込みます。

②　マクロ経済分析、産業動向分析により、経済のファンダメンタルズ分析を行った上で、独自の株式評価モ

デルを利用して、各銘柄の投資価値（理論的株価）を算出します。

③　株式評価モデルでは、アナリストが各企業の売上高成長率、売上高営業利益率、投資資産利回りなどの予

測を行い、将来の業績予測を行います。この分析をもとに推計した将来の配当の現在価値の合計値を求め

たものが、株式の投資価値（理論的株価）であると考えています。

④　各銘柄の理論的株価と市場価格を比較することで、全投資候補銘柄群の相対的割安度をランキングしま

す。

⑤　このランキングに基づいて、割安度の高い銘柄を中心に、業種ウェイトとリスク分析を加味した上でポー

トフォリオを構築します。

⑥　最終的に組入銘柄を決定する際には、アナリストによる候補企業の収益予測を再度チェックし、信用リス

ク、当面の業績動向や株価に悪影響を与えるリスクシナリオなど、あらゆる角度から徹底的に検討を行い

ます。

 

＜訂正後＞

（略）

 

（参考）「損保ジャパン日本株マザーファンド」の投資態度

 

（Ａ）　主に日本株式を投資対象とします。

（Ｂ）　日本株式の銘柄選択は、以下のように行います。

①　日本株式の投資候補銘柄群を、日経株価指数300の構成銘柄をベースに全上場銘柄から、時価総額、売買流

動性、信用リスク、事業内容等を勘案して決定します。

②　マクロ経済分析、産業動向分析により、経済のファンダメンタルズ分析を行った上で、独自の株式評価モ

デルを利用して、各銘柄の投資価値（適正株価）を算出します。

③　株式評価モデルでは、アナリストが各企業の売上高成長率、売上高営業利益率、投資資産利回りなどの予

測を行い、将来の業績予想を入力します。この分析をもとに推計した将来の配当の現在価値の合計値を求

めたものが、株式の投資価値（適正株価）であると考えています。

④　各銘柄の適正株価と市場価格を比較することで、全投資候補銘柄群の相対的割安度をランキングします。

⑤　このランキングに基づいて、割安度の高い銘柄を中心に、業種ウェイトとリスク分析を加味した上でポー

トフォリオを構築します。

⑥　最終的に組入銘柄を決定する際には、アナリストによる候補企業の業績予想を再度チェックし、信用リス

ク、当面の業績動向や株価に悪影響を与えるリスクシナリオなど、あらゆる角度から徹底的に検討を行い

ます。

　　次へ
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５　運用状況

以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  平成22年５月31日現在

資産の種類 国/地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 124,677,850 99.00

現金及びその他の資産（負債控除後）  1,262,418 1.00

合計(純資産総額)  125,940,268 100.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

＜参考＞

上記表における「親投資信託受益証券」は、全て「損保ジャパン日本株マザーファンド」の受益証券でありま

すが、同マザーファンドの全体の投資状況は以下のとおりです。

 

損保ジャパン日本株マザーファンド

  平成22年５月31日現在

資産の種類 国/地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 5,707,266,30096.36

現金及びその他の資産（負債控除後）  215,547,290 3.64

合計(純資産総額)  5,922,813,590100.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

（２）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

ａ．評価額上位30銘柄

当ファンドは、平成22年５月31日現在、１銘柄の親投資信託を保有しており、以下の通りです。

   平成22年５月31日現在

国/
地域

種類 銘柄名
保有数量
（口）

簿価
単価
（円）

簿価金額
（円）

評価
単価
（円）

評価金額
（円）

評価損益
（円）

投資
比率
（％）

日本
親投資信託
受益証券

損保ジャパン日本株
マザーファンド

136,096,3330.8833120,212,3930.9161124,677,8504,465,45799.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

ｂ．種類別投資比率

 平成22年５月31日現在

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 99.00

合計 99.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する種類別の時価の比率です。

 

②投資不動産物件

　該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

　該当事項はありません。
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＜参考＞損保ジャパン日本株マザーファンド

①投資有価証券の主要銘柄

ａ．評価額上位３０銘柄

        平成22年５月31日現在

順
位

市場 銘柄名 種類 業種
保有数量
（株）

簿価単価
（円）

簿価金額
（円）

評価単価
（円）

評価金額
（円）

投資
比率
（％）

1 東証一部 住友商事 国内株式 卸売業 252,600941 237,591,179987249,316,2004.21

2 東証一部 日本電信電話 国内株式 情報・通信業 65,1003,860251,309,7723,685239,893,5004.05

3 東証一部 ＫＤＤＩ 国内株式 情報・通信業 572488,192279,246,007412,000235,664,0003.98

4 東証一部 東日本旅客鉄道 国内株式 陸運業 38,8005,962231,313,0065,880228,144,0003.85

5 東証一部 ＭＳ&ＡＤ 国内株式 保険業 93,8002,443229,160,1382,249210,956,2003.56

6 東証一部 本田技研 国内株式 輸送用機器 76,0002,709205,888,9162,770210,520,0003.55

7 東証一部 トヨタ自動車 国内株式 輸送用機器 60,9003,624220,702,9873,280199,752,0003.37

8 東証一部 三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ 国内株式 銀行業 447,200540 241,339,216441197,215,2003.33

9 東証一部 ブリヂストン 国内株式 ゴム製品 108,8001,562169,934,9901,476160,588,8002.71

10東証一部 デンソー 国内株式 輸送用機器 51,9002,566133,181,2082,455127,414,5002.15

11東証一部 富士フイルムＨＬＤＧＳ 国内株式 化学 44,6003,002133,886,7452,710120,866,0002.04

12東証一部 豊田通商 国内株式 卸売業 87,1001,345117,154,9871,294112,707,4001.90

13東証一部 リコー 国内株式 電気機器 85,0001,193101,444,0311,303110,755,0001.87

14東証一部 塩野義製薬 国内株式 医薬品 64,5001,880121,235,9221,647106,231,5001.79

15東証一部 みずほフィナンシャルＧ 国内株式 銀行業 622,900225 140,072,467164102,155,6001.72

16東証一部 日揮 国内株式 建設業 70,0001,601112,100,1391,451101,570,0001.71

17東証一部 三井住友フィナンシャルＧ 国内株式 銀行業 36,2003,610130,667,7192,70397,848,6001.65

18東証一部 ＪＸホールディングス 国内株式 石油・石炭製品 188,100420 78,953,63749793,485,7001.58

19東証一部 新日本製鐵 国内株式 鉄鋼 276,000328 90,576,31631988,044,0001.49

20東証一部 日本たばこ産業 国内株式 食料品 308281,08986,575,499285,60087,964,8001.49

21東証一部 第一三共 国内株式 医薬品 44,1001,69774,839,1351,61071,001,0001.20

22東証一部 東京エレクトロン 国内株式 電気機器 13,1004,70861,675,2105,29069,299,0001.17

23東証一部 長谷工コーポレーシヨン 国内株式 建設業 759,000 98 74,553,60590 68,310,0001.15

24東証一部 オリンパス 国内株式 精密機器 26,0002,30659,958,6072,37661,776,0001.04

25東証一部 積水ハウス 国内株式 建設業 75,000 827 61,988,69582261,650,0001.04

26東証一部 大林組 国内株式 建設業 163,000426 69,371,42237260,636,0001.02

27東証一部 島津製作所 国内株式 精密機器 91,000 697 63,388,86366660,606,0001.02

28東証一部 ウシオ電機 国内株式 電気機器 42,9001,47463,247,2881,40760,360,3001.02

29東証一部 西日本旅客鉄道 国内株式 陸運業 185334,32261,849,550325,50060,217,5001.02

30東証一部 カネカ 国内株式 化学 105,000572 60,041,73155958,695,0000.99

（注1）評価額組入上位３０銘柄について記載しています。

（注2）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価の比率です。
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ｂ．種類別投資比率

 平成22年５月31日現在

資産の種類 投資比率（％）

株式 96.36

合計 96.36

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する種類別の時価の比率です。

 

ｃ．業種別投資比率   

  平成22年５月31日現在

業種 評価金額（円） 投資比率（％）

情報・通信業 631,476,200 10.66

輸送用機器 567,125,100 9.58

銀行業 558,411,000 9.43

卸売業 547,314,000 9.24

建設業 459,716,800 7.76

電気機器 367,098,500 6.20

陸運業 332,751,500 5.62

保険業 290,589,200 4.91

医薬品 271,821,500 4.59

小売業 217,457,000 3.67

化学 214,521,000 3.62

ゴム製品 195,742,600 3.30

鉄鋼 180,512,000 3.05

精密機器 152,014,200 2.57

食料品 135,781,200 2.29

不動産業 105,791,400 1.79

機械 93,714,200 1.58

石油・石炭製品 93,485,700 1.58

証券,商品先物取引業 65,860,900 1.11

サービス業 64,295,300 1.09

ガラス・土石製品 57,120,000 0.96

その他金融業 43,924,400 0.74

その他製品 28,166,600 0.48

繊維製品 16,452,000 0.28

金属製品 16,124,000 0.27

合計 5,707,266,300 96.36

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各業種の時価の比率です。

 

②投資不動産物件

　該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

　該当事項はありません。
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（３）運用実績

①純資産の推移

平成22年５月31日及び同日前１年以内における各月末の純資産の推移は以下のとおりです。

  １万口当たり純資産額 ファンドの純資産総額

  
分配落ち

（円）

分配付き

（円）
分配落ち（円） 分配付き（円）

第１期末 (平成14年10月31日) 8,276 8,276 827,565 827,565

第２期末 (平成15年10月31日) 9,552 9,552 955,224 955,224

第３期末 (平成16年11月１日) 10,053 10,053 5,437,1045,437,104

第４期末 (平成17年10月31日) 12,623 12,623 66,726,60066,726,600

第５期末 (平成18年10月31日) 14,746 14,746209,503,073209,503,073

第６期末 (平成19年10月31日) 15,076 15,076184,810,693184,810,693

第７期末 (平成20年10月31日) 8,028 8,028 102,173,977102,173,977

第８期末 (平成21年11月２日) 8,599 8,599 116,790,181116,790,181

　 平成21年６月末 9,014 － 122,316,573－

　 ７月末 9,071 － 119,346,547－

　 ８月末 9,465 － 125,009,518－

　 ９月末 9,096 － 120,701,612－

　 10月末 8,744 － 118,770,419－

　 11月末 8,161 － 111,325,972－

　 12月末 8,792 － 120,327,186－

　 平成22年１月末 8,855 － 120,945,858－

　 ２月末 8,904 － 124,463,771－

　 ３月末 9,774 － 136,379,138－

　 ４月末 10,029 － 140,619,256－

　 ５月31日 8,956 － 125,940,268－
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②分配の推移

期間 １万口当たりの分配金（円）

第１期
自　平成13年11月５日
至　平成14年10月31日

0

第２期
自　平成14年11月１日
至　平成15年10月31日

0

第３期
自　平成15年11月１日
至　平成16年11月１日

0

第４期
自　平成16年11月２日
至　平成17年10月31日

0

第５期
自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日

0

第６期
自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日

0

第７期
自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日

0

第８期
自　平成20年11月１日
至　平成21年11月２日

0

 

③収益率の推移

 収益率（％）

第１期 △ 17.24

第２期 15.42

第３期 5.24

第４期 25.56

第５期 16.82

第６期 2.24

第７期 △ 46.75

第８期 7.11

第９期中 16.62

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基

準価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」）を控除した額を前期末基準価額で除して得た

数に１００を乗じて得た数です。
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第２【財務ハイライト情報】

以下の内容を追加します。
 

＜追加＞

本項に記載された事項は、有価証券届出書「第三部　ファンドの詳細情報　第４ファンドの経理状況」の「財

務諸表」から抜粋して記載したものです。なお、当該中間財務諸表については新日本有限責任監査法人による

監査を受けております。また、当該監査証明にかかる中間監査報告書は、有価証券届出書「第三部　ファンドの

詳細情報　第４ファンドの経理状況」の「財務諸表」に添付しております。

 

　　次へ
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損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）
１　中間貸借対照表

（単位：円）

第８期中間計算期間末
(平成21年４月30日現在)

第９期中間計算期間末
(平成22年５月２日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 1,738,814 2,372,129

親投資信託受益証券 100,756,860 139,210,563

未収利息 － 6

流動資産合計 102,495,674 141,582,698

資産合計 102,495,674 141,582,698

負債の部

流動負債

未払解約金 － 2,417

未払受託者報酬 48,986 64,701

未払委託者報酬 686,429 906,596

その他未払費用 1,412 1,880

流動負債合計 736,827 975,594

負債合計 736,827 975,594

純資産の部

元本等

元本 128,218,370 140,216,957

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △26,459,523 390,147

純資産合計 101,758,847 140,607,104

負債純資産合計 102,495,674 141,582,698

　　次へ
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２　中間損益及び剰余金計算書
（単位：円）

第８期中間計算期間
自　平成20年11月１日
至　平成21年４月30日

第９期中間計算期間
自　平成21年11月３日
至　平成22年５月２日

営業収益

受取利息 592 374

有価証券売買等損益 △869,914 20,940,276

営業収益合計 △869,322 20,940,650

営業費用

受託者報酬 48,986 64,701

委託者報酬 686,429 906,596

その他費用 1,412 1,880

営業費用合計 736,827 973,177

営業利益又は営業損失（△） △1,606,149 19,967,473

経常利益又は経常損失（△） △1,606,149 19,967,473

中間純利益又は中間純損失（△） △1,606,149 19,967,473

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

△696,914 1,351,765

期首剰余金又は期首欠損金（△） △25,099,908 △19,033,106

剰余金増加額又は欠損金減少額 2,097,335 2,013,530

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

2,097,335 2,013,530

剰余金減少額又は欠損金増加額 2,547,715 1,205,985

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

2,547,715 1,205,985

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △26,459,523 390,147

　　次へ
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 第８期中間計算期間 第９期中間計算期間

区分 自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

 至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき中間計算期間末

日の基準価額で評価しております。

親投資信託受益証券

同左

 

２．費用・収益の計上基

準

有価証券売買等損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

有価証券売買等損益の計上基準

同左
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第三部【ファンドの詳細情報】

第４【ファンドの経理状況】

１　財務諸表
 
以下の内容を追加します。

＜追加＞

 

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和52年大蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第38条の３お

よび第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）（以下「投資信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表等規則は、平成20年８月７日付内閣府令第50号により改正されておりますが、

平成20年11月１日から平成21年４月30日まで及び平成21年11月３日から平成22年５月２日まで

の中間財務諸表については内閣府令第50号附則第４条第１項第１号により、内閣府令第50号改正

前の中間財務諸表等規則に基づき作成しております。

また、投資信託財産計算規則は、平成21年６月24日付内閣府令第35号により改正されております

が、平成20年11月１日から平成21年４月30日までの中間財務諸表については内閣府令第35号改正

前の投資信託財産計算規則に基づき作成しており、平成21年11月３日から平成22年５月２日まで

の中間財務諸表については内閣府令第35号改正後の投資信託財産計算規則に基づき作成してお

ります。

なお、中間財務諸表に掲載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、平成20年11月１日から平成21

年４月30日まで及び平成21年11月３日から平成22年５月２日までの中間財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

　　次へ
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損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）
（１）中間貸借対照表

（単位：円）

第８期中間計算期間末
(平成21年４月30日現在)

第９期中間計算期間末
(平成22年５月２日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 1,738,814 2,372,129

親投資信託受益証券 100,756,860 139,210,563

未収利息 － 6

流動資産合計 102,495,674 141,582,698

資産合計 102,495,674 141,582,698

負債の部

流動負債

未払解約金 － 2,417

未払受託者報酬 48,986 64,701

未払委託者報酬 686,429 906,596

その他未払費用 1,412 1,880

流動負債合計 736,827 975,594

負債合計 736,827 975,594

純資産の部

元本等

元本 128,218,370 140,216,957

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △26,459,523 390,147

純資産合計 101,758,847 140,607,104

負債純資産合計 102,495,674 141,582,698

　　次へ
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（２）中間損益及び剰余金計算書
（単位：円）

第８期中間計算期間
自　平成20年11月１日
至　平成21年４月30日

第９期中間計算期間
自　平成21年11月３日
至　平成22年５月２日

営業収益

受取利息 592 374

有価証券売買等損益 △869,914 20,940,276

営業収益合計 △869,322 20,940,650

営業費用

受託者報酬 48,986 64,701

委託者報酬 686,429 906,596

その他費用 1,412 1,880

営業費用合計 736,827 973,177

営業利益又は営業損失（△） △1,606,149 19,967,473

経常利益又は経常損失（△） △1,606,149 19,967,473

中間純利益又は中間純損失（△） △1,606,149 19,967,473

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

△696,914 1,351,765

期首剰余金又は期首欠損金（△） △25,099,908 △19,033,106

剰余金増加額又は欠損金減少額 2,097,335 2,013,530

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

2,097,335 2,013,530

剰余金減少額又は欠損金増加額 2,547,715 1,205,985

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

2,547,715 1,205,985

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △26,459,523 390,147

　　次へ
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（３）中間注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 第８期中間計算期間 第９期中間計算期間

区分 自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

 至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき中間計算期間末

日の基準価額で評価しております。

親投資信託受益証券

同左

 

２．費用・収益の計上基

準

有価証券売買等損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

有価証券売買等損益の計上基準

同左

 

（中間貸借対照表に関する注記）

 第８期中間計算期間末 第９期中間計算期間末

 （平成21年４月30日現在） （平成22年５月２日現在）

１．中間計算期間末日

における受益権の

総数

128,218,370口 140,216,957口

２．投資信託財産計算

規則第55条の６第

10号に規定する額

元本の欠損　26,459,523円 ――――――

３．中間計算期間の末

日における１単位

当たりの純資産の

額

１口当たり純資産額　0.7936円

(１万口当たり純資産額　 7,936円）

１口当たり純資産額　1.0028円

(１万口当たり純資産額　 10,028円）

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第８期中間計算期間 第９期中間計算期間

自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

該当事項はございません。 同左
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（その他の注記）

 第８期中間計算期間 第９期中間計算期間

 自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

 至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

信託財産に係る期首元本額、期中

追加設定元本額及び期中解約元

本額

  

　期首元本額 127,273,885円 135,823,287円

　期中追加設定元本額 11,421,081円 18,769,946円

　期中解約元本額 10,476,596円 14,376,276円

 

（有価証券関係）

　該当事項はございません。

 

（デリバティブ取引等関係）

　該当事項はございません。
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＜参考＞

　当ファンドは「損保ジャパン日本株マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表

の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」はすべて同マザーファンドの受益証券です。なお、同マザー

ファンドの状況は次のとおりです。

＊なお、以下は参考情報であり、監査証明の対象ではありません。

 

損保ジャパン日本株マザーファンドの状況

（1）貸借対照表

 （平成21年４月30日現在）（平成22年５月２日現在）

区分 金額（円） 金額（円）

資産の部   

Ⅰ　流動資産   

　　　金銭信託 44,124 562,567

　　　コール・ローン 105,816,750 28,336,854

　　　株式 4,883,381,8006,481,910,650

　　　未収入金 24,028,799 64,104,084

　　　未収配当金 57,156,220 66,877,380

　　　未収利息 － 76

流動資産合計 5,070,427,6936,641,791,611

資産合計 5,070,427,6936,641,791,611

負債の部   

Ⅰ　流動負債   

　　　未払金 28,964,441 58,046,733

流動負債合計 28,964,441 58,046,733

負債合計 28,964,441 58,046,733

純資産の部   

元本等   

Ⅰ　元本   

　　　元本 6,326,201,1866,419,336,789

Ⅱ　剰余金   

　　　剰余金又は欠損金（△） △1,284,737,934 164,408,089

純資産合計 5,041,463,2526,583,744,878

負債・純資産合計 5,070,427,6936,641,791,611

 

「損保ジャパン日本株マザーファンド」は、平成10年７月31日に信託契約を締結し、平成22年７月５日に

第12期決算を行います。上の表は、平成21年４月30日及び平成22年５月２日現在における同マザーファン

ドの状況です。（同マザーファンドの計算期間は「損保ジャパン日本株オープン(ＤＣ年金)」の計算期間

とは異なります。）
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（2）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

区分 至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

株式は移動平均法に基づき、以下の

通り原則として時価で評価しており

ます。

株式は移動平均法に基づき、以下の

通り原則として時価で評価しており

ます。

 原則として取引所における計算期間

末日の最終相場で評価しておりま

す。計算期間末日に当該取引所の最

終相場がない場合には当該取引所に

おける直近の日の最終相場で評価し

ておりますが、直近の日の最終相場

によることが適当でないと認められ

た場合は、当該取引所における計算

期間末日又は直近の日の気配相場で

評価しております。

同左

２．費用・収益の計上基

準

（1）受取配当金の計上基準

受取配当金は、株式の配当落ち日に

おいて、確定配当金額又は予想配当

金額を計上しております。

（1）受取配当金の計上基準

同左

 （2）有価証券売買等損益の計上基

準

（2）有価証券売買等損益の計上基

準

 約定日基準で計上しております。 同左

 

 

（貸借対照表に関する注記）

 （平成21年４月30日現在） （平成22年５月２日現在）

１．計算期間末日にお
ける受益権の総数

6,326,201,186口 6,419,336,789口

２．投資信託財産計算
規則第55条の６第
10号に規定する額

元本の欠損　1,284,737,934円 ――――――

３．計算期間の末日に
おける１単位当た
りの純資産の額

１口当たり純資産額　0.7969円
(１万口当たり純資産額　 7,969円）

１口当たり純資産額　1.0256円
(１万口当たり純資産額　 10,256円）
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（その他の注記）

 自　平成20年11月１日 自　平成21年11月３日

 至　平成21年４月30日 至　平成22年５月２日

開示対象ファンドの期首における当該

マザーファンドの元本額
5,601,302,359円6,629,128,156円

同期中における追加設定元本額 1,265,711,054円297,274,093円

同期中における解約元本額 540,812,227円 507,065,460円

同期末における元本の内訳*   

　ファンド名   

　　損保ジャパン日本株オープン 977,066,399円 849,352,183円

　　損保ジャパン日本株ファンド 1,487,489,615円1,692,291,207円

　　ハッピーエイジング20 971,071,802円1,073,079,810円

　　ハッピーエイジング30 1,070,530,169円1,108,135,897円

　　ハッピーエイジング40 1,094,752,161円1,062,954,992円

　　ハッピーエイジング50 350,620,981円 320,233,783円

　　ハッピーエイジング60 65,898,855円 57,877,193円

　　損保ジャパン日本株オープン

(ＤＣ年金)
126,436,015円 135,735,729円

　　スター・マンスリープラス 182,335,189円 119,675,995円

（合計） 6,326,201,186円6,419,336,789円

＊当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

（有価証券関係）

　該当事項はございません。

 

（デリバティブ取引等関係）

　該当事項はございません。
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２　ファンドの現況

以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

 

純資産額計算書

 平成22年５月31日現在

Ⅰ　資産総額　　（円） 126,086,303

Ⅱ　負債総額　　（円） 146,035

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ-Ⅱ)　　（円） 125,940,268

Ⅳ　発行済数量　　（口） 140,617,496

Ⅴ　１単位当り純資産額（Ⅲ/Ⅳ）　　（円） 0.8956

 

＜参　考＞

純資産額計算書

損保ジャパン日本株マザーファンド

 平成22年５月31日現在

Ⅰ　資産総額　　（円） 5,922,813,590

Ⅱ　負債総額　　（円） 0

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ-Ⅱ)　　（円） 5,922,813,590

Ⅳ　発行済数量　　（口） 6,465,390,831

Ⅴ　１単位当り純資産額（Ⅲ/Ⅳ）　　（円） 0.9161
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第５【設定及び解約の実績】

以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

 

　当ファンドの設定日（平成13年11月５日）から第９期中（平成22年５月２日）までの設定及び解約の実績は

次のとおりです。

 

 設定口数（口） 解約口数（口）

第１期 1,000,000 0

第２期 0 0

第３期 4,408,518 0

第４期 52,275,358 4,823,487

第５期 95,784,420 6,574,532

第６期 17,068,796 36,557,033

第７期 17,167,134 12,475,289

第８期 27,394,391 18,844,989

第９期中 18,769,946 14,376,276

（注1）設定口数には、当初募集期間の設定口数を含みます。

（注2）本邦外における設定及び解約はありません。
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第四部【特別情報】

第１【委託会社等の概況】

１　委託会社等の概況

＜訂正前＞

（１）資本金の額（平成21年11月末現在）

資本金の額　　　　　　　　　　　　　 1,200百万円

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　23,440株

発行済株式総数　　　　　　　　　　　　 　9,860株

最近５年間における主な資本金の額の増減　　該当事項はありません。

 

（２）会社の機構（平成21年11月末現在）

（略）

②　組織及び業務
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部　署 主な業務内容

企画部

経営戦略・計画の立案

投資顧問業務に係わる行政対応

投資信託の商品企画・立案

投資信託業務に係わる行政対応

コンプライアンス部
法令・規則等の遵守に関する態勢の構築、管理、教育、研修、審査

法務に係わる調査、研究

法的事項に関する相談、助言

内部監査室
内部監査の計画立案、実施、調書作成、結果報告

問題点の是正勧告と改善状況の検証

リスク管理部
会社業務が内包する各種リスクの統合管理

各種リスク管理体制整備の企画・立案

リスク管理手法等の研究、開発、情報収集

業務部
決算に係わる事項

人事制度の立案

総務・庶務に係わる企画立案、管理及び指導

ディスクロージャー部
投資信託の法定開示に係る事項

投資信託の適時開示に係る事項

投資顧問契約等の作成に係る事項

運用管理部

投資一任契約に基づく有価証券売買に係わる約定成立後の事務処理

投資信託委託業務における有価証券売買に係わる約定成立後の事務処理

投資信託の計理に係わる事項

投資信託の販売管理に係わる事務処理

投資信託受益証券の管理に係わる事項

投資信託直販に係わる事務処理

運用システム部

運用システムの企画、開発及び保守

社内システム推進に係わる企画事項

システム関連機器の発注及び管理

その他システム関連事項

営業部
投資顧問の営業に係わる事項

投資信託の営業に係わる事項

営業活動に伴う広告宣伝に係わる事項

運用部

資産運用方針及び資産配分計画の立案、実行及び管理（外部委託運用部所管業務を除く。以
下同じ。）

投資理論及び運用手法の調査、研究及び開発

産業及び企業の調査・分析

投資信託の運用方針の企画・立案

投資信託の運用の実行

投資信託の運用成果の評価・分析・検討

外部委託運用部

外部委託先への委託運用の方針及び計画の立案、実行及び管理

外部委託先への運用の指図（売買を含む。）

外部委託ファンドの顧客毎の運用計画及び売買計画の企画・立案、審査、調整

外部委託ファンドの投資信託の運用方針の企画・立案、実行

外部委託ファンドに関わるプレゼンテーション資料の企画、作成

トレーディング室

有価証券の売買計画案及び売買手法の策定、選択及び調整に係わる事項

有価証券の売買執行

最良執行(取引証券会社等の選定基準等を含む)に係わる企画・立案、分析、評価及び管理

執行コストの分析及び手数料管理

（略）
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＜訂正後＞

（１）資本金の額（本書提出日現在）

資本金の額　　　　　　　　　　　　　 1,550百万円

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　23,440株

発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　16,860株

最近５年間における主な資本金の額の増減

　平成21年12月29日　　　　資本金の額を1,200百万円から1,550百万円に増額しました。

 

（２）会社の機構（本書提出日現在）

（略）
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②　組織及び業務
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部　署 主な業務内容

企画部
経営戦略・計画の立案
組織及び制度の立案・総合調整
金融商品取引業に係る行政・協会対応の総合窓口

コンプライアンス部

法令・規則等の遵守に関する態勢の構築及び管理
法令・規則等の遵守に関する教育・研修、審査
法務に係わる調査、研究
法的事項に関する相談・助言

内部監査室
内部監査の計画立案、実施、調書作成、結果報告
問題点の是正勧告と改善状況の検証

リスク管理部
会社業務が内包する各種リスクの統合管理
各種リスク管理体制整備の企画・立案
リスク管理手法等の研究、開発、情報収集

業務部
決算に係わる事項
人事制度の立案
総務・庶務に係わる企画立案、管理及び指導

商品企画部
商品戦略の企画・立案
商品の開発・改廃の企画・立案
外部委託運用機関等対応の総合窓口

ディスクロージャー部
投資信託のディスクロージャー（法定開示・適時開示）に係る業務
投資顧問契約書等の作成に係る業務

運用管理部

投資一任契約に基づく有価証券売買に係わる約定成立後の事務処理
投資信託委託業務における有価証券売買に係わる約定成立後の事務処理
投資信託の計理に係わる事項
投資信託の販売管理に係わる事務処理
投資信託受益証券の管理に係わる事項
投資信託直販に係わる事務処理

システム部

運用システムの企画、開発及び保守
社内システム推進に係わる企画事項
システム関連機器の発注及び管理
その他システム関連事項

営業部
投資顧問の営業に係わる事項
投資信託の営業に係わる事項
営業活動に伴う広告宣伝に係わる事項

運用部

資産運用方針及び資産配分計画の立案、実行及び管理
各資産クラスの投資計画の立案、審査、実行、評価、ポートフォリオの分析
投資理論・運用手法等の、調査、研究及び開発
投資顧問業務における、顧客対応、運用評価機関・ゲートキーパー対応
投資信託業務における、ファンド毎の運用計画の企画・立案、運用評価機関・
ゲートキーパー対応

外部委託運用部

外部委託先への委託運用方針・計画の立案、実行及び管理
外部委託先への委託運用商品（年金向け商品及び投資信託等）の分析、評価
投資顧問業務に係る、外部委託の顧客ファンド毎の運用計画及び売買計画の企
画・立案、審査、顧客対応、運用評価機関・ゲートキーパー対応
投資信託業務に係る、外部委託ファンド毎の運用計画及び売買計画の企画・立
案、実行、運用成果の評価・分析、運用評価機関・ゲートキーパー対応

トレーディング室

有価証券の売買計画案及び売買手法の策定、選択及び調整に係わる事項
有価証券の売買執行
最良執行(取引証券会社等の選定基準等を含む)に係わる企画・立案、分析、評
価及び管理
執行コストの分析及び手数料管理
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（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（略）
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２　事業の内容及び営業の概況

＜訂正前＞

（略）

　委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は平成21年11月末現在、計56本（追加型株式投

資信託51本、単位型株式投資信託４本、単位型公社債投資信託１本）であり、その純資産総額の合計は

185,451百万円です。

 

＜訂正前＞

（略）

　委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は平成22年５月末現在、計56本（追加型株式投

資信託51本、単位型株式投資信託４本、単位型公社債投資信託１本）であり、その純資産総額の合計は

197,664百万円です。

 

　　次へ
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３　委託会社等の経理状況

 

以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

 

１．委託会社である損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社（以下、「委託会社」という。）の財

務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府

令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。

　なお、前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

 

２．財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

 

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（自　平成20年４月１日　

至　平成21年３月31日）の財務諸表および当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

の財務諸表について新日本有限責任監査法人により監査を受けております。
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（１）貸借対照表

  
前事業年度

（平成21年３月31日現在）
当事業年度

（平成22年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資産の部）      

Ⅰ　流動資産      

１　現金・預金   1,010,747  877,030

２　前払費用   30,785  50,824

３　未収還付法人税等   92,266  1,581

４　未収委託者報酬   402,926  476,968

５　未収運用受託報酬 ＊２  127,905  134,196

６　未収収益   118  －

７　その他   798  873

流動資産合計   1,665,549  1,541,475

Ⅱ　固定資産      

１　有形固定資産      

(1）建物 ＊１  8,502  82,905

(2）器具備品 ＊１  29,642  51,683

(3）建設仮勘定   799  －

有形固定資産合計   38,943  134,588

２　無形固定資産      

(1）電話加入権   4,535  4,535

無形固定資産合計   4,535  4,535

３　投資その他の資産      

(1）投資有価証券   20,632  19,525

(2）長期差入保証金   78,467  155,088

(3）その他   24  23

投資その他の資産合計   99,124  174,637

固定資産合計   142,603  313,761

資産合計   1,808,152  1,855,236

      
      

EDINET提出書類

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社(E12434)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

33/63



  
前事業年度

（平成21年３月31日現在）
当事業年度

（平成22年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（負債の部）      

Ⅰ　流動負債      

１　預り金   5,566  4,849

２　未払金      

(1）未払手数料 ＊２ 176,259  212,825  

(2）その他未払金 ＊２ 72,625 248,885 55,836 268,661

３　未払費用   95,983  115,162

４　未払消費税等   －  2,553

５　未払法人税等   3,042  5,952

６　賞与引当金   83,517  77,031

流動負債合計   436,995  474,211

Ⅱ　固定負債      

１　退職給付引当金   16,450  20,735

２　繰延税金負債   －  315

固定負債合計   16,450  21,050

負債合計   453,445  495,262

（純資産の部）      

Ⅰ　株主資本      

１　資本金   1,200,000  1,550,000

２　資本剰余金      

(1）資本準備金   202,677  504,824

資本剰余金合計   202,677  504,824

３　利益剰余金      

(1）利益準備金   33,895  －

(2）その他利益剰余金      

繰越利益剰余金   △81,748  △695,310

利益剰余金合計   △47,853  △695,310

株主資本合計   1,354,824  1,359,514

Ⅱ　評価・換算差額等      

１　その他有価証券評価差額金   △117  460

評価・換算差額等合計   △117  460

純資産合計   1,354,706  1,359,974

負債・純資産合計   1,808,152  1,855,236
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（２）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業収益      

１　委託者報酬  2,162,148  1,981,466  

２　運用受託報酬 ＊１ 867,930  847,294  

３　募集販売手数料  2,3633,032,441 － 2,828,761

Ⅱ　営業費用      

１　支払手数料 ＊１ 968,261  905,690  

２　広告宣伝費  14,880  8,546  

３　公告費  1,150  1,105  

４　調査費  681,697  645,734  

(1）調査費 ＊１ 308,676  311,467  

(2）委託調査費 ＊１ 369,130  332,781  

(3）図書費  3,889  1,485  

５　営業雑経費  136,659  105,417  

(1）通信費  17,184  17,093  

(2）印刷費  112,550  81,793  

(3）諸会費  6,9241,802,6486,5301,666,494

Ⅲ　一般管理費      

１　給料  864,587  823,238  

(1）役員報酬 ＊２ 28,399  27,399  

(2）給料・手当  655,000  636,601  

(3）賞与  181,186  159,237  

２　福利厚生費  101,200  100,145  

３　交際費  2,243  1,872  

４　寄付金  100  100  

５　旅費交通費  19,467  18,119  

６　法人事業税  6,314  5,590  

７　租税公課  1,869  4,707  

８　不動産賃借料  157,251  157,467  

９　退職給付費用  15,030  14,274  

10　賞与引当金繰入  83,517  77,031  
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

11　固定資産減価償却費  11,004  31,867  

12　移転費用  －  31,195  

13　諸経費 ＊１ 173,7781,436,366164,1791,429,789

営業損失（△）   △206,573  △267,522

Ⅳ　営業外収益      

１　受取配当金  180  216  

２　受取利息  2,773  554  

３　為替差益  53  50  

４　雑益  133 3,140 3,379 4,200

Ⅴ　営業外費用      

１　有価証券償還損  16  32  

２　雑損  33 50 157 190

経常損失（△）   △203,482  △263,512

Ⅵ　特別利益  － － － －

Ⅶ　特別損失      

１　固定資産除却損 ＊３ 288  15,990  

２　臨時償却費 ＊４ 4,171  －  

３　その他特別損失 ＊５ － 4,460 413,708429,698

税引前当期純損失（△）   △207,943  △693,211

法人税、住民税及び事業税   1,140  2,099

法人税等調整額   94,537  －

当期純損失（△）   △303,620  △695,310
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（３）株主資本等変動計算書

       （単位：千円）

      
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 株主資本   

  資本金   

   前期末残高 1,200,000 1,200,000

   当期変動額   

    新株の発行 － 350,000

    当期変動額合計 － 350,000

   当期末残高 1,200,000 1,550,000

  資本剰余金   

   資本準備金   

    前期末残高 202,677 202,677

    当期変動額   

     新株の発行 － 350,000

     
資本準備金からその他資本剰余金へ
の振替

－ △47,853

     当期変動額合計 － 302,146

    当期末残高 202,677 504,824

   その他資本剰余金   

    前期末残高 － －

    当期変動額   

     
資本準備金からその他資本剰余金へ
の振替

－ 47,853

     
その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

－ △47,853

     当期変動額合計 － －

    当期末残高 － －

   資本剰余金合計   

    前期末残高 202,677 202,677

    当期変動額   

     新株の発行 － 350,000

     
その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

－ △47,853

     当期変動額合計 － 302,146

    当期末残高 202,677 504,824
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       （単位：千円）

      
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  利益剰余金   

   利益準備金   

    前期末残高 32,416 33,895

    当期変動額   

     剰余金の配当 1,479 －

     
利益準備金から繰越利益剰余金への
振替

－ △33,895

     当期変動額合計 1,479 △33,895

    当期末残高 33,895 －

   繰越利益剰余金   

    前期末残高 238,141 △81,748

    当期変動額   

     剰余金の配当 △16,269 －

     当期純損失（△） △303,620 △695,310

     
その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

－ 47,853

     
利益準備金から繰越利益剰余金への
振替

－ 33,895

     当期変動額合計 △319,889 △613,562

    当期末残高 △81,748 △695,310

   利益剰余金合計   

    前期末残高 270,557 △47,853

    当期変動額   

     剰余金の配当 △14,790 －

     当期純損失（△） △303,620 △695,310

     
その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

－ 47,853

     当期変動額合計 △318,410 △647,457

    当期末残高 △47,853 △695,310

  株主資本合計   

   前期末残高 1,673,235 1,354,824

   当期変動額   

    新株の発行 － 700,000

    剰余金の配当 △14,790 －

    当期純損失（△） △303,620 △695,310

    当期変動額合計 △318,410 4,689

   当期末残高 1,354,824 1,359,514
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       （単位：千円）

      
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金   

   前期末残高 10 △117

   当期変動額   

    
株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

△127 577

    当期変動額合計 △127 577

   当期末残高 △117 460

  評価・換算差額等合計   

   前期末残高 10 △117

   当期変動額   

    
株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

△127 577

    当期変動額合計 △127 577

   当期末残高 △117 460

 純資産合計   

  前期末残高 1,673,245 1,354,706

  当期変動額   

   新株の発行 － 700,000

   剰余金の配当 △14,790 －

   当期純損失（△） △303,620 △695,310

   
株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額）

△127 577

   当期変動額合計 △318,538 5,267

  当期末残高 1,354,706 1,359,974
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては、決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法より算定）に

よっております。

(1）同左

(2）その他有価証券のうち時価のないものにつ

いては、移動平均法による原価法によって

おります。

(2）同左

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産除く） (1）有形固定資産（リース資産除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物　　　　　　　　　　　　３～13年

器具備品　　　　　　　　　　３～20年

建物　　　　　　　　　　　　３～15年

器具備品　　　　　　　　　　３～20年

(2）リース資産 (2）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（会計方針の変更） ──────

　所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっておりましたが、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が適用されたことに伴い、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基

準

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

同左

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準

(1）賞与引当金は、従業員賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。

(1）賞与引当金は、従業員賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

(2）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末における退職給付

債務に基づき計上しております。

退職給付債務の計算に当たっては、「退職

給付会計に関する実務指針」（日本公認会

計士協会　会計制度委員会報告第13号）に

定める簡便法によっております。

(2）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末における要支給額

を計上しております。

退職給付債務の計算に当たっては、「退職

給付会計に関する実務指針」（日本公認会

計士協会　会計制度委員会報告第13号）に

定める簡便法によっております。

５．消費税等の会計処理方法 ５．消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。 同左
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日現在）

当事業年度
（平成22年３月31日現在）

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は次のとお

りであります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は次のとお

りであります。

　

建物 68,735千円

器具備品 38,609千円

　

　

建物 6,200千円

器具備品 35,609千円

　

＊２．関係会社に対する主な資産・負債 ＊２．関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されているもののほか、各科目に

含まれているものは次のとおりでありま

す。

区分掲記されているもののほか、各科目に

含まれているものは次のとおりでありま

す。

　

未収運用受託報酬 298千円

未払手数料 2,249千円

その他未払金 15,064千円

　

　

未払手数料 2,857千円

その他未払金 10,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

＊１．このうち関係会社との取引高は次のとおり

であります。

＊１．このうち関係会社との取引高は次のとおり

であります。

　

運用受託報酬 17,251千円

支払手数料 12,613千円

調査費 1,650千円

委託調査費 30,000千円

諸経費 477千円

　

　

運用受託報酬 7,029千円

支払手数料 11,536千円

調査費 1,647千円

委託調査費 20,000千円

諸経費 494千円

　

＊２．役員報酬の限度額は次のとおりでありま

す。

＊２．役員報酬の限度額は次のとおりでありま

す。

　

取締役　　年額 200,000千円以内

監査役　　年額 50,000千円以内

　

　

取締役　　年額 200,000千円以内

監査役　　年額 50,000千円以内

　

＊３．固定資産除却損は、器具備品288千円であり

ます。

＊３．固定資産除却損は建物7,422千円、器具備品

8,567千円であります。

＊４．臨時償却費は、現在入居している大手町

フィナンシャルセンターの再開発に伴い賃

貸借契約が2010年８月までとなっているた

め、既存の建物附属設備の耐用年数を見直

したことによるものであります。

＊４．　　　　　 ──────

＊５．　　　　　 ────── ＊５．その他特別損失は、当社を委託会社とする

私募投資信託（既償還済）に係る仲裁判断

に基づき支払った金額であります。

 本件は、平成21年４月28日に、当社を委託会

社とする私募投資信託（既償還済）の関係

者より、第二東京弁護士会仲裁センターに

解約代金に係わる和解あっせんの申立てが

なされたことに関連して、当社及び申立人

らが進めておりました和解あっせん手続に

関するものであります。当社及び和解あっ

せん申立人らによる協議の結果、平成21年

12月21日に仲裁合意が成立し仲裁手続に移

行し平成22年１月22日になされた仲裁判断

に基づいて、当社が和解あっせん申立人ら

に対して支払いを行い、これを特別損失と

して計上したものであります。
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（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 9,860株 －株 －株 9,860株

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

・普通株式の配当に関する事項

 配当の原資  繰越利益剰余金

 配当の総額  14,790,000円

 １株当たりの配当額  1,500円

 基準日  平成20年３月31日

 効力発生日  平成20年６月26日

(2）当事業年度に係る定時株主総会の決議により行う剰余金の配当は予定しておりません。

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 9,860株 7,000株 －株 16,860株

（注）当事業年度に増加しました7,000株は、平成21年12月29日に実施しました株主割当による新株発行であ

ります。

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）当事業年度に係る定時株主総会の決議により行う剰余金の配当は予定しておりません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引 １．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容 (1）リース資産の内容

①　有形固定資産 ①　有形固定資産

器具備品であります。 同左

(2）リース資産の減価償却の方法 (2）リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。

 

同左

 

 

なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のものについては、通

常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のものについては、通

常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 29,349 13,90915,439

合計 29,349 13,90915,439

　

 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 22,549 13,319 9,229

合計 22,549 13,319 9,229

　

②　未経過リース料期末残高相当額等 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 5,961千円

１年超 10,232千円

合計 16,194千円

　

 

１年内 4,716千円

１年超 5,141千円

合計 9,857千円

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

 

支払リース料 7,042千円

減価償却費相当額 6,296千円

支払利息相当額 891千円

　

 

支払リース料 5,699千円

減価償却費相当額 5,076千円

支払利息相当額 598千円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

④　減価償却費相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

同左

⑤　利息相当額の算定方法 ⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。

同左

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失は

ありません。

同左
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（金融商品関係）

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品の状況に取組方針

　当社では、主として短期的な預金及び一部の有価証券によって運用しており、経営として許容できる範囲

内にリスクを制御するよう、適切に資産運用を行っております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、主に投資信託を保有しており、今後の基準価額の下落によっては、売却損・評価損計上

による利益減少や、評価差額金の減少により純資産が減少するなど、価格変動リスクに晒されております。

　長期差入保証金は本社事務所にかかる敷金であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　当社では、短期的な預金について、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　価格変動リスクについては、四半期ごとに時価の状況等を把握し、当該状況について経理担当部が取締役

会等へ報告し、適切に管理を行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（注２．参

照）。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1）現金・預金 877,030 877,030 －

(2）投資有価証券    

その他有価証券 3,775 3,775 －

資産計 880,806 880,806 －

注１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

資　産

(1）現金・預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2）投資有価証券

時価については、公表されている基準価額によっております。

注２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額
（千円）

①　非上場株式 15,750

②　長期差入保証金 155,088

①　非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(2）

投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。

②　本社事務所の敷金である長期差入保証金は、当初から長期の入居を考えていることから退去年月

を想定できないため、時価開示の対象としておりません。

注３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1）預金 876,774 － － －

(2）投資有価証券     

その他有価証券のうち
満期があるもの

    

株式 － － － －

債券 － － － －

その他 1,028 1,534 － －

合計 877,802 1,534 － －

注４．社債、新株予約権付社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日現在）

 

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

４．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 1,000 1,005 5

小　計 1,000 1,005 5

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 4,000 3,876 △123

小　計 4,000 3,876 △123

合計 5,000 4,882 △117

 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
貸借対照表計上額
（千円）

(1）その他有価証券 15,750

 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

該当事項はありません。
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当事業年度（平成22年３月31日現在）

 

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式

該当事項はありません。

 

４．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
貸借対照表日における
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 3,775 3,000 775

小　計 3,775 3,000 775

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小　計 － － －

合計 3,775 3,000 775

 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（平成21年３月31日現在）

当事業年度
（平成22年３月31日現在）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、退職一時金

制度を採用しております。

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

　

退職給付債務 16,450千円

退職給付引当金 16,450千円

　

　

退職給付債務 20,735千円

退職給付引当金 20,735千円

　

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

　

勤務費用等 15,030千円

退職給付費用 15,030千円

　

　

勤務費用等 14,274千円

退職給付費用 14,274千円

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　該当事項はありません。 同左

５．当社は、退職給付債務及び退職給付費用の算

定方法として簡便法を採用しております。

５．同左

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日現在）

当事業年度
（平成22年３月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳

　

 （単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 83,608

ソフトウェア損金算入限度
超過額

49,479

賞与引当金 33,983

退職給付引当金 6,693

繰延資産償却超過額 3,822

未払費用否認 3,397

未払事業税否認 772

未払事業所税否認 386

その他 143

繰延税金資産小計 182,287

評価性引当額 △182,287

繰延税金資産合計 －

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 －

繰延税金負債合計 －

  

繰延税金資産の純額 －

  
　

　

 （単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 356,999

ソフトウェア損金算入限度
超過額

54,329

賞与引当金 31,344

退職給付引当金 8,437

未払費用否認 3,327

繰延資産償却超過額 2,395

未払事業税否認 1,568

未払事業所税否認 481

その他 136

繰延税金資産小計 459,019

評価性引当額 △459,019

繰延税金資産合計 －

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △315

繰延税金負債合計 △315

  

繰延税金資産（負債）の純額 △315

  
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　当期は税引前当期純損失であるため、記載を省

略しております。

同左
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関連当事者情報

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等  （単位：千円、千米ドル）

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
㈱損害保険
ジャパン

東京都
新宿区

70,000,000損害保険業
（被所有）
直接70％

１．投資顧問契約に基づく
資産運用の助言及び一任
（注１）

運用受託報
酬の受取り

17,251
未収運用
受託報酬

298

２．投資信託に係る事務代
行の委託等（注２）

投信代行手
数料の支払
い

12,613
未払
手数料

2,249

３．保険契約（注３）
損害保険料
の支払い

477 － －

４．LANの利用（注４）
LAN利用料
の支払い

1,650－ －

その他の
関係会社

The TCW 
Group,Inc.

米国
カリフォ
ルニア州

US$195,200
資産運用会社
（持株会社）

（被所有）
直接30％

株式投資に関する情報提供
契約（注５）

情報料の支
払い

30,000
その他
未払金

15,000

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）運用受託報酬の受取りについては一般的取引条件によっております。

（注２）代行手数料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

（注３）損害保険料の支払いについては一般的取引条件によっております。

（注４）LAN利用料の支払いについては両社が合意した合理的に妥当と考えられる条件によっております。

（注５）情報料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

 

(2）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

子会社及び関連会社等との取引はありません。
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(3）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等
     （単位：千円、千米ドル）

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

同一の
親会社を
持つ会社

損保ジャパン
ひまわり
生命保険㈱

東京都
新宿区

17,250,000生命保険業 －

１．投資顧問契約に基づく
資産運用の一任（注１）

運用受託報
酬の受取り

141,585
未収運用
受託報酬

73,611

２．団体定期保険の契約
（注２）

生命保険料
の支払い

607 － －

同一の
親会社を
持つ会社

損保ジャパン
DC証券㈱

東京都
新宿区

11,500,000
確定拠出
年金業

－

１．投資顧問契約に基づく
資産運用の助言（注３）

投資顧問料
の支払い

25,908未払費用 4,980

２．投資信託に係る事務代
行の委託等（注４）

投信代行手
数料の支払
い

196,474
未払
手数料

37,347

その他の
関係会社
の子会社

TCW 
Investment 
Management 
Company

米国
カリフォ
ルニア州

US$25
投資顧問業
及び投資信
託委託業

－
投資顧問契約に基づく資産
運用の一任（注３）

投資顧問料
の支払い

68,649未払費用 6,965

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）運用受託報酬の受取りについては一般的取引条件によっております。

（注２）生命保険料の支払いについては一般的取引条件によっております。

（注３）投資顧問料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

（注４）代行手数料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

 

(4）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等との取引はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱損害保険ジャパン（東京証券取引所・大阪証券取引所・名古屋証券取引所・福岡証券取引所・札幌

証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

関連会社はありません。
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当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等  （単位：千円、千米ドル）

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
㈱損害保険
ジャパン

東京都
新宿区

70,000,000損害保険業
（被所有）
直接70％

１．株主割当増資による新
株の発行（注１）

増資の受け
入れ

490,000－ －

２．投資顧問契約に基づく
資産運用の助言及び一任
（注２）

運用受託報
酬の受取り

7,029－ －

３．投資信託に係る事務代
行の委託等（注３）

投信代行手
数料の支払
い

11,536
未払
手数料

2,857

４．保険契約（注４）
損害保険料
の支払い

494 － －

５．LANの利用（注５）
LAN利用料
の支払い

1,647－ －

その他の
関係会社

The TCW 
Group,Inc.

米国
カリフォ
ルニア州

US$195,297
資産運用会社
（持株会社）

（被所有）
直接30％

１．株主割当増資による新
株の発行（注１）

増資の受け
入れ

210,000－ －

２．株式投資に関する情報
提供契約（注６）

情報料の支
払い

20,000
その他
未払金

10,000

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）株主割当増資による新株の発行は、平成21年12月29日を払込期日として、１株当り100,000円の発行価額で

7,000株の新株発行を行ったものであります。

（注２）運用受託報酬の受取りについては一般的取引条件によっております。

（注３）代行手数料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

（注４）損害保険料の支払いについては一般的取引条件によっております。

（注５）LAN利用料の支払いについては両社が合意した合理的に妥当と考えられる条件によっております。

（注６）情報料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

 

(2）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

子会社及び関連会社等との取引はありません。
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(3）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等
     （単位：千円、千米ドル）

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

同一の
親会社を
持つ会社

損保ジャパン
ひまわり
生命保険㈱

東京都
新宿区

17,250,000生命保険業 －

１．投資顧問契約に基づく
資産運用の一任（注１）

運用受託報
酬の受取り

153,065
未収運用
受託報酬

83,134

２．団体定期保険の契約
（注２）

生命保険料
の支払い

648 － －

同一の
親会社を
持つ会社

損保ジャパン
DC証券㈱

東京都
新宿区

3,000,000
確定拠出
年金業

－

１．投資顧問契約に基づく
資産運用の助言（注３）

投資顧問料
の支払い

27,766未払費用 6,300

２．投資信託に係る事務代
行の委託等（注４）

投信代行手
数料の支払
い

214,049
未払手数
料

52,605

その他の
関係会社
の子会社

TCW
Investment
Management
Company

米国
カリフォ
ルニア州

US$25
投資顧問業
及び投資信
託委託業

－
投資顧問契約に基づく資産
運用の一任（注３）

投資顧問料
の支払い

51,962未払費用 16,264

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）運用受託報酬の受取りについては一般的取引条件によっております。

（注２）生命保険料の支払いについては一般的取引条件によっております。

（注３）投資顧問料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

（注４）代行手数料の支払いについては市場動向等を勘案し、協議の上決定しております。

 

(4）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等との取引はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱損害保険ジャパン（当事業年度末においては、金融商品取引所には上場しておりません。）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

関連会社はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり純資産額 137,394.21円

１株当たり当期純損失金額（△） △30,793.19円

　

　

１株当たり純資産額 80,662.77円

１株当たり当期純損失金額（△） △57,025.37円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額

（△）については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額

（△）については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純損失（△）（千円） △303,620 △695,310

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △303,620 △695,310

期中平均株式数（株） 9,860 12,193

 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　平成21年４月28日、当社を委託会社とする私募投

資信託（既償還済）の関係者より、第二東京弁護

士会仲裁センターに解約代金に係わる和解あっせ

んの申立てがなされました。当社は本申立てに対

して、あっせん手続きの中で紛争解決に向けて協

議を行っております。

　なお、申立書によると、当該関係者による請求額

は本申立時点で約12億7,000万円であります。

　該当事項はありません。

 

　　次へ
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５　その他

＜訂正前＞

（略）

(２) 訴訟事件その他の重要事項

平成21年4月28日、当社を委託会社とする私募投資信託（既償還済）の関係者より、第二東京弁護士会仲

裁センターに解約代金に係わる和解あっせんの申立てがなされました。申立書によると、申立人による請

求額は申立時点において約1,270百万円でした。その後、平成21年9月30日にあっせん人ら意見書が提示さ

れました。あっせん人ら意見書によれば、当社は申立人に対して約362百万円および関連遅延損害金の支払

義務を有するとの見解であります。当社は、平成21年12月21日に和解あっせんの申立人らと仲裁合意をし、

その後仲裁手続きを進めております。

 

＜訂正後＞

（略）

(２) 訴訟事件その他の重要事項

　　当社を委託会社とする私募投資信託（既償還済）の関係者より、解約代金に係わる和解あっせんの申立て

がなされました。その後、当社と和解あっせんの申立人らとの協議の結果、仲裁合意が成立し仲裁手続きに

移行しました。当社は、仲裁人によりなされた仲裁判断に基づき、約413百万円を支払い、これを第25期事業

年度に特別損失として計上いたしました。
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第２【その他の関係法人の概況】

 

１　名称、資本金の額及び事業の内容

＜訂正前＞

(１) 受託会社

（略）

 

②　資本金の額

　247,260百万円（平成21年９月末現在）

 

③　事業の内容

（略）

 

＜再信託受託会社の概要＞

（略）

資本金の額　　　：50,000百万円（平成21年９月末現在）

（略）

 

(２) 販売会社

 (単位：百万円、平成21年９月末現在)

（略）

 

＜訂正後＞

(１) 受託会社

（略）

 

②　資本金の額

　247,260百万円（平成22年３月末現在）

 

③　事業の内容

（略）

 

＜再信託受託会社の概要＞

（略）

資本金の額　　　：50,000百万円（平成22年３月末現在）

（略）

 

(２) 販売会社

 (単位：百万円、平成22年３月末現在)

（略）
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

  平成２１年６月１９日

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社  

取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士 英　　公一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　真敏　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン

ドの経理状況」に掲げられている損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）の平成２０年１１月１

日から平成２１年４月３０日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）の平成２１年４月３０日現在の信託

財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２０年１１月１日から平成２１年４月３

０日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間

には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成２１年６月１９日

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社  

取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　満雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 臼倉　健司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　真敏　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社の平成２０年４

月１日から平成２１年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、平成２１年４月２８日、会社を委託会社とする私募投資信託（既償

還済）の関係者より、第二東京弁護士会仲裁センターに和解あっせんの申立てがなされた。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　　上

 

（注）上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

  平成２２年６月２５日

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社  

取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 英　　公一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　真敏　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン

ドの経理状況」に掲げられている損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）の平成２１年１１月３

日から平成２２年５月２日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）の平成２２年５月２日現在の信託財

産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２１年１１月３日から平成２２年５月２日

まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間

には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成２２年６月１１日

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社  

取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　正敏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽柴　則央　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社の平成２１年４

月１日から平成２２年３月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び

同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　　上

 

（注）上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社が別途保管しております。

 

EDINET提出書類

損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社(E12434)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

63/63


	表紙
	本文
	１有価証券届出書の訂正届出書の提出理由
	２訂正の内容
	第二部ファンド情報
	第１ファンドの状況
	第２財務ハイライト情報

	第三部ファンドの詳細情報
	第４ファンドの経理状況
	第５設定及び解約の実績

	第四部特別情報
	第１委託会社等の概況
	第２その他の関係法人の概況


	監査報告書

